
1. 「人」にこだわる地域・事業コーディネートの試み

清水 夏樹

地域・事業コーディネートの実際はケースバイケースであ

り，客観的・定量的なマニュアルを示すことは難しい。そのた

め，本報では，自治体の委員会を中心に筆者が実際に経験した

コーディネート活動について，事例として報告する。「人」にこ

だわって進めた2つの委員会とボランタリーなプロジェクトの

経験から，コーディネーターの関わる期間中に具体的な実践を

1つでも実現することが効果的であることがわかった。また，

コーディネーターの役割は，地域関係者の信頼関係構築のため

に重要であるが，コーディネーターの熱意と努力に拠
よ

る部分も

大きく，ボランティア的かつ裏方の立場で実施されているのが

実情である。

（水土の知85-11，pp.3〜6，2017)

「人」とのかかわり，コーディネート力，コーディネー

ター，実践，信頼，ボランティア

2. 再び，北海道における「組織の連携，地域での展開｣

野本 健・山本 忠男

この約 20 年間の施策・事業の変遷をふまえ，北海道におけ

る組織の連携状況と技術者の関わりについて概括した。その結

果，他分野との調整・連携を必要とする課題が増加する状況で

は，これまで以上に技術力の向上と地域・事業コーディネート

力が必要とされ，農業農村整備技術者による展開方向が問われ

る。そこで，今後の地域での展開方向，取り組む課題について，

技術者の役割と育成，地域におけるコーディネートのあり方，

ソフト事業の活用の視点から提案した。

（水土の知85-11，pp.7〜10，2017)

連携，ICT，環境，地域づくり，技術者，基盤整備

3. 農業農村整備事業における環境配慮とアメニティの重要性

大和田辰明・北澤 大佑

農業農村整備事業における環境配慮の取組みに地域の多様な

主体が参加することは，地域に対する気づきや共意識の醸成を

引き起こし，農村協働力を維持強化し，地域の価値を高めると

いった効果につながる。その際，住民が，地域の自然や景観，

文化，歴史などに対してアメニティ（楽しさ，心地よさ，美し

さ，好奇心の充足など）を感じることがすべての源泉となる。

本報では，これまで事業の環境配慮の取組みが果たしてきた役

割，アメニティの重要性について考察することによって，経済

・社会・環境にとってバランスのとれた農業農村政策の重要性

について展望する。

（水土の知85-11，pp.11〜14，2017)

環境配慮，生態系，景観，直営施工，アメニティ，農村協

働力

4. 被災地復興に果たす土地改良区の

地域調整力の実情と今後の展望

郷古 雅春・友松 貴志・千葉 克己・高橋 信人

復興農地整備は東日本大震災の復興に重要な役割を果たして

いる。その中で受益者などとの調整を担っているのが土地改良

区であり，特に換地に関しては，地域の実情に精通した土地改

良区でなければ，その実務遂行は難しい。宮城県における復興

農地整備で最大の地区数・受益面積を抱える亘理土地改良区に

おいて，換地の合意形成と実務に係る労力と時間の削減，事業

完了後の施設管理の合理化を目指し，農地基盤地理情報システ

ム（VIMS）を活用した土地改良区換地支援システムを開発し

た。土地改良区が有する地域・事業コーディネート力は現場で

は暗黙知として認識されているが，ICTなどの活用を含め形式

知化していくことが必要である。

（水土の知85-11，pp.15〜18，2017)

土地改良区，東日本大震災，換地，GIS，圃場整備，復興

農地整備，VIMS

農業農村工学会誌 第 85巻第 11 号 報文・リポート・技術リポート内容紹介

小特集 地域・事業コーディネート力を発揮した新たな農業農村の創生

特集の趣旨

「新たな土地改良長期計画」や「農業農村整備に関する技術開発計画」の策定に引き続き5月 19 日の参議院本会議で「改

正土地改良法」が可決，成立しました。こうした農業農村工学の新展開は，農業農村構造の変化や ICTなどの新たな情報技

術の進歩に合わせて関連技術の深化と一層の分野拡大，そして，その担い手である農業農村工学技術者の活動領域を広げて

いくことを社会が求めています。

「農業農村工学」は，「水」と「土」を技術対象の中心に据えて，農業生産性の向上を含む農業や農村の振興のための多種

多方面の技術の応用の総合体としての多様性を有しているだけでなく，工学的技術に加えて管理運用技術，関係者の合意形

成などの社会的調整技術も必要としているところに，学のアイデンティティがあります。また，関連技術の現地への普及や

社会実装の多くは，国および県などの地方公共団体の農業農村整備事業などのプロジェクトをとおして行われます。技術の

新展開のもとでは，水利用や農地利用を媒介にした地域活性化戦略の構築や地方創生に資する地域資源保全活用，ソフト・

ハード技術の最適な組合せ技術などの事業プロセスモデルやビジネスモデルを確立していくことが重要です。

本小特集では，農業農村工学技術（者）の「地域・事業コーディネート力を発揮した新たな農業農村の創生」をテーマに，

技術者の潜在能力を発揮した新たな学術の展開方向を示すことを目的として，①地域の「水」と「土」にこだわる農業農村

工学技術者の地域・事業コーディネート力による地域活性化の取組み事例，②地域個性を踏まえたオーダーメイドの技術実

装例（事業の立案・計画から実施までを俯瞰した事業事例），③多様な技術を統合した農業農村インフラ維持管理のビジネ

スモデルの発案やそのプロセスなど，新たな技術と事業の発展につながる報文を紹介します。



5. 多気町勢和地域における

地域資源の保全・活用を通じた地域活性化の取組み

髙橋 幸照・折戸 佑基・福本 昌人

立梅用水土地改良区（三重県）は，地域資源の保全と活用を

地域住民と協働して進めることで多気町勢和地域の活性化に貢

献している。これまでの経緯を踏まえてその取組みを紹介し

た。1993 年に同土地改良区が地域住民や農家に呼びかけ，農

地の周辺や立梅用水沿いにあじさいを植える活動「あじさい1

万本運動」が始まった。これが地域資源の保全・活用活動の原

点となった。現在，同土地改良区が事務局を担っている多気町

勢和地域資源保全・活用協議会が，多面的機能支払交付金の広

域活動組織（10集落）として地域資源の保全・活用活動に取り

組んでいる。最後に，同活動を支援している水土里サポート

隊，および，同活動に参加している（一社）ふるさと屋の詳細

を述べた。

（水土の知85-11，pp.19〜22，2017)

地域資源，地域活性化，コーディネーター，土地改良区，

多面的機能支払交付金

6. 泥炭地特性を考慮した篠津地域の農業基盤整備と整備効果

門間 修・佐藤 禎示・坂本 克史

石狩川下流右岸平野部に位置する篠津地域は，かつては泥炭

原野が広がり，本格的な整備は，昭和30 年に開始された「篠津

地域泥炭地開発事業」により進められ，一大水田地帯となった。

整備後，泥炭地特有の地盤沈下などにより農業水利施設に支障

が生じ，また，深水灌漑などの用水を確保するため，国営かん

がい排水事業「篠津中央地区」および「篠津中央二期地区」に

より，さらなる施設の再編・改修を実施してきた。本報では，

地域の個性を踏まえたオーダーメイドの技術実装例として，泥

炭地特性を考慮した篠津地域の農業基盤整備の経緯や内容を紹

介し，整備が地域に与えた波及効果や，整備した施設も含めた

地域資源を活用した地域振興の取組みを報告する。

（水土の知85-11，pp.23〜26，2017)

国営かんがい排水事業，泥炭地，パイプライン，整備効

果，地域資源，地域振興

7. 国営和賀中部農業水利事業の実施と事業調整

井原 昭彦・堀江 信一・高橋 重男

北條 信義・竹内信之輔

国営和賀中部地区は，岩手県南西部，北上川の支流和賀川の

左右岸に展開する北上市，花巻市，胆沢郡金ケ崎町にまたがる

約3,390 haの水田地帯である。本地区は現在，稲作を中心に，

水田の畑利用による大豆，麦および野菜などを組み合わせた複

合経営が展開され県内有数の農業地帯となっている。本地域の

農業を支えてきた国営和賀中部開拓建設事業（昭和 38〜45 年

度）で造成された水利施設は，老朽化および寒冷な気象条件に

よる劣化が進んでいた。本報では，平成 18 年度に着工し平成

28 年度に事業完了した国営和賀中部農業水利事業で整備した

主要施設の和賀川水管橋，頭首工，調整池，用水管理施設の更

新および環境配慮対策のほか，事業実施段階での地元土地改良

区などとの事業調整内容などについて報告する。

（水土の知85-11，pp.27〜30，2017)

国営かんがい排水事業，和賀中部，頭首工，調整池，用水

管理施設，環境配慮対策，事業調整

8. 「四日市公害と環境未来館」における

福島県外初の復興農学実験講座

廣住 豊一・坂井 勝・神長 唯・徳本 家康

西脇 淳子・加藤 千尋・渡辺 晋生・溝口 勝

土壌物理研究部会では，若手部会員を中心に JST支援事業

「復興農学による官民学連携協働ネットワークの構築と展開」

を実施している。復興農学分野のアウトリーチ活動によって次

世代の農業農村創生を担う人材を育成できる。本報では，本事

業における福島県外初の展開事例として，三重県四日市市の

「四日市公害と環境未来館」で開催した子供向け実験講座につ

いて報告する。本実験講座では，これまでのアウトリーチ活動

で蓄積した経験を活
い

かし，ペットボトル製自作実験装置とイラ

ストによる解説を活用することで，充実したアウトリーチ活動

を実施できた。今後，各地域でのアウトリーチ活動を進めるた

めには，農業農村工学の持つ地域・事業コーディネート力を発

揮し，展開拠点づくりや実施組織間の連携を深めることが重要

である。 （水土の知85-11，pp.31〜34，2017)

復興農学，アウトリーチ，実験講座，放射性セシウム，土

壌，ネットワーク，博物館

（報文）

サバンナ地帯における親子ため池による補給灌漑稲作

廣内 慎司・山田 雅一・廣瀬千佳子

イネは水があればアフリカのほとんどの地域で栽培すること

が可能であるため，アフリカにとって食料増産および貧困削減

に重要な作物である。日本政府などは，平成30 年までの10 年

間でサブサハラアフリカのコメ生産を2倍にするという目標を

掲げている。ガーナ北部はコメの生産が最も多い地域であり，

多くのため池があるが，これらは主に飲用水や家畜に利用され

ており，現状では農業にはあまり利用されていない。しかし，

ため池は雨季になると越流が発生し，その水は有効に利用され

ないまま下流へと流れている。このため，越流水を一時的に貯

留する池を建設し，この池の水を利用した水稲栽培システム

（親子ため池システム）を考案した。

（水土の知85-11，pp.37〜41，2017)

親子ため池，水稲，補給灌漑，ダッグアウト，アフリカ

（リポート）

タイの水資源管理に係る組織・政策の概要と法制度の検討状況

足立 徹

タイでは 2011 年のチャオプラヤ川流域の洪水や 2014年後

半から2016 年前半にかけての渇水により，経済・社会は大き

な影響を受けた。現時点でタイには水資源の統合的な管理に関

する法律や政府組織が存在しないため，従来タイ政府は首相府

令などに基づく組織を設置し，また対策計画を策定し対応を

行ってきた。本報では，2014年 5月の軍事クーデター以降の

プラユット暫定政権下における，①水資源管理に関する政府の

統括的組織である国家水資源委員会や，水資源管理政策委員会

の役割と組織，②国家経済社会開発計画における水資源管理の

位置付けや，国家水資源管理戦略計画の内容，③水資源管理に

関する法律案の内容などについて論述した。

（水土の知85-11，pp.43〜48，2017)

タイ，水資源管理，政府組織，法制度，水利権



（技術リポート：北海道支部）

頭首工ゲートのワイヤロープの腐食診断

稲本 晃・羽原 信也・河村 英樹

頭首工ゲートのワイヤロープの交換の判断基準は，水門扉管

理要領に示されており，ロープ径の減少，素線の断線，腐食（発

¥）などの状況により交換することとされている。この要領で

は目視で腐食を点検することになっているが，ワイヤロープ内

部の腐食は目視では確認できないうえに，腐食は軽微なものか

ら重篤なものまであることから，目視による交換判断の目安が

必要と考えられる。この目安作りには，ワイヤロープの新たな

定量的評価手法である全磁束法による調査結果と目視調査結果

の対比を積み重ねることが有効と考え，ストックマネジメント

技術高度化事業により調査を試みた。本報では，この診断調査

の結果について報告する。

（水土の知85-11，pp.50〜51，2017)

ストックマネジメント技術高度化事業，ゲート，ワイヤ

ロープ，腐食，診断技術，全磁束測定法

（技術リポート：東北支部）

岩崎農場ため池における堤体調査手法とその評価手法

刑部 信吾・高橋千夏子

岩手県北上市和賀町に位置する岩崎農場ため池は，昭和 12

年に築造，昭和39年に堤体の一部（前刃金），洪水吐および取

水施設などの改修を経て，現在までに約80 年が経過している。

当ため池は地震などにより堤体が被災した場合，人命・財産や

ライフラインに甚大な被害が及ぶと懸念され，堤体の安定性を

正確に評価することが喫緊の課題であった。堤体の安定性を正

確に評価する上で不可欠な諸条件について設計資料などの情報

がないことから堤内に関する種々の調査を実施したが，その中

でも堤体の安定性に大きく影響すると考えられる「堤内浸潤

線」と「堤体物性値」を適切に把握・評価するために採用した

調査手法と評価手法について紹介する。

（水土の知85-11，pp.52〜53，2017)

ため池，フィルダム，安全性評価，浸潤線，物性値，撹乱

供試体

（技術リポート：関東支部）

ダム余水吐水路補修におけるコンクリート増厚工法

杉山那菜子

三島ダムは，千葉県の二級河川小糸川沿岸に展開する水田地

帯の灌漑用水源であり，造成後 40 年以上が経過している。余

水吐水路をはじめとするダム施設の経年劣化が著しいことから

機能診断調査を実施したところ，劣化対策が至急必要となる判

定を受けたため，余水吐水路については平成 27 年度より補修

工事を実施している。本報では，コンクリート打継目接着材を

使用した既設コンクリートの増厚工法の事例を紹介する。

（水土の知85-11，pp.54〜55，2017)

ダム，余水吐水路，増厚工法，コンクリート打継目接着

材，高圧洗浄

（技術リポート：京都支部）

分水工の堆砂防止対策に向けた現地実験

荒井 淳也

堆砂が著しく定期的な排砂が水路管理の負担となっている分

水工において，対策工法を検討するため，堆砂形状と平面的な

流速分布を調査した。これらの結果，流速 0.20m/s 未満の範

囲で堆砂しやすく，その範囲が，水路構造物の漸拡角度 12°

30′より外側に分布していることが分かった。これを踏まえ，

漸拡角度が 12°30′以内となるように仮設壁を設け，14 日間に

わたり継続的に堆砂状況を観察した。その結果，水路内にはほ

とんど堆砂がなく，この部分を塞
ふさ

ぐ構造物の設置が堆砂対策と

して有効な手段の1つであることが分かった。

（水土の知85-11，pp.56〜57，2017)

七ヶ用水，分水工，堆砂，対流，流速，漸拡角度

（技術リポート：中国四国支部）

農家・非農家が協働するため池の保全体制づくり

保利 誠司・廣岡 信男・中村 泰士

市街地に隣接する多くのため池は，住宅化の進行による家庭

雑排水の流入により，富栄養化が進行している。その結果，ア

オコや水草の増殖・腐敗の発生により，地域で行う池干しなど

の管理作業に支障をきたしている。このため，地元土地改良区

などのため池管理者を中心に，地域ぐるみで野菜筏
いかだ

や花筏に

よる水質浄化対策など，農家・非農家が協働しため池環境を再

生するモデル活動を通じて，機能や環境の保全を図る管理体制

づくりに取り組んだ。

（水土の知85-11，pp.58〜59，2017)

ため池保全，水質改善，協働，農家，非農家

（技術リポート：九州沖縄支部）

上名地区における水路トンネル施工事例

�原 宏文・平牟礼勝男

上名用水トンネルは，鹿児島県姶良市内にあり，水田への灌

漑を目的とした延長 570mの用水路である。近年の度重なる

豪雨などにより内部の崩落および漏水が進行しており，土砂撤

去作業は危険かつ重労働で用水確保に多大な労力を費やしてい

たため，平成 23 年度に，災害を未然に防止し農業経営の安定

を図る農村地域防災減災事業（用排水施設）を導入した。本報

では，水路トンネル工事の掘削中に，設計時点に実施した調査

ボーリングでは予期できなかった湧水発生によって必要となっ

た工法変更や天端崩落の事態への対策などについて紹介する。

（水土の知85-11，pp.60〜61，2017)

水路トンネル，湧水処理，濁水処理，支保工，ウレタン注

入，水抜きボーリング，アンダードレーン
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